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1. 気候変動のリスク認知 

1) 人々のリスク認知と実感 

まず、人々が気候変動問題をどのようにリスクとして認知しているかについて紹介しよ

う。著者らが 2010 年 12月に実施した、同年夏の猛暑の影響が顕著だった 4 つの都市を含

む県(神奈川県、埼玉県、山梨県、石川県)の住民を対象とした質問紙調査(回答数＝4136)で

は、気候変動問題に対して「ある程度危機感がある(50.3%)」と「非常に危機感がある(23.1%)」

を併せると、回答者の７割強が何らかの危機感、つまりリスク認知を有していた。この傾向

は、筆者らが 2010年 3月に同じ質問項目を用いて全国で実施した調査結果でも同様であり

(回答者数＝7785の 69.2%)、多くの国内外の調査結果も同様の傾向がみられる。 

また、図 1に示すように、気候変動に関連して最も実感する人が多かったのは「熱中症等

の健康被害」である。これは猛暑の影響が顕著だった地域を選定したためと考えられる。次

いで、「食料生産への被害」、「局地的な大雨等の風水害」の順となっている。このような結

果は地域や年によって異なってくると考えられる。リスク認知と実感の各項目との関係は、

実感が高いほどリスク認知も高い傾向が明確にみられる。 

しかし、この調査で「自治体行政が早急に取り組むべき最も重要な課題」としてトップに

挙げられたのは、子育て支援対策や福祉・高齢者対策などのより身近な問題であり、気候変

動対策は 6 位である。内閣府が毎年実施している世論調査でも同様の傾向がみられる。東

日本大震災前後で「医療・年金等の社会保障の整備」や「景気対策」が上位を占める中で、

気候変動対策は「自然環境の保護・公害対策」とともに震災前(2010 年 6 月)の 5 位から、

震災後は 12位(2011年 10月)、14位(2012年 6月)と大きく順位を下げている。 

震災前は、2007 年にアル・ゴア氏の映画「不都合な真実」が話題になり、IPCC(気候変

動に関する政府間パネル)がノーベル平和賞を受賞するなど、ある種の「ブーム」が背景に

あったと考えられる。そして、未曽有の大災害を経験した後は、それこそが最大のリスクと

図 1 気候変動影響の実感(出典; 参考文献 1)より改変) 
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認識され、その対処として「国土強靭化対策」が気候変動対策よりも求められるのは、ある

意味では当然のことと考えられる。 

2) リスク認知の形成メカニズム 

では、人々のリスク認知の形成メカニズムとはどのようなものであろうか? 送り手(専門

家や政策担当者)が発するリスク情報には、「フレーミング」といわれる問題の捉え方、「焦

点化効果」といわれる視点の差などにより、その表現が変わってくる。気候変動のように科

学的な知見が徐々に蓄積されつつある問題や不確実性の高い問題ではより一層、それらの

違いによってリスク認知が大きく変わるといえる。 

さらに、情報の受け手側では、「恐ろしさ(その技術や事象が制御可能であるかどうかなど)」

と「未知性(その技術や事象が科学的にどこまで解明されているのかどうかなど)」が非常に

大きな要素であり、これによってリスクの過大／過少評価が起こることがある(Slovic2))。加

えて、「感情ヒューリスティック」と呼ばれる要素、すなわち、その技術や事象を見聞きし

た時に抱く感情がリスク認知を大きく左右することが知られつつある。 

人々がもつ情報処理能力には第一に、時間をかけて抽象的な概念や記号、確率などを理性

的に分析し、論理的に判断するもの、第二に、具体的なイメージや物語などに対して無意識

的に抱く感情に基づいて素早く判断するものがあるといわれている。現実には、ある技術や

事象のリスクについて人々が判断するとき、どちらか一方だけが用いられることはないが、

後者の働きが優勢になる状況として、時間制約があるとき、リスクが確率ではなく頻度で与

えられているとき、リスクが数字ではなく生々しい話や映像によって描写されているとき

などが挙げられている(中谷内 3))。 

前述の気候変動リスク認知の高さは、多くの人々がインターネットであまり時間をかけ

ずに回答した結果と考えられる。したがって、メディアのセンセーショナルな映像などがも

たらした感情ヒューリスティックにより「恐ろしさ」や「未知性」が刺激された結果とも読

み取れる。ただしここで留意すべきは、気候変動問題は、原子力関連技術や遺伝子組み換え

技術などのように専門家よりも人々のリスク認知の方が高い問題と異なり、むしろ専門家

の方が人々よりも先んじて来るべき事象に警鐘を鳴らしているという点である。故に、人々

がより「恐ろしい」事象に直面すると、そのリスク認知と実感は大きく軽減され、「オオカ

ミ少年」のように、専門家に対する信頼が喪失してしまう可能性も考えられる。 

3) 適応策への態度 

人々の適応策に対する重要性の認識は必ずしも高いとはいえない。前述の質問紙調査で

は、すでに広く知られている緩和策の方が適応策よりも重要だとする回答が 66.2%を占め、

その逆の回答は 17.6%である。図 2に示すように、防災・減災分野における適応策への考え

方としては、「地域状況に合わせて対応・工夫して生活すべき(順応)」や「設備整備により住

宅やインフラを守るべき(防護)」を肯定する回答は比較的多い一方で、「ハイリスク地域の

移動・撤退を進めるべき(撤退)」、「万一の際に保険で補償する(リスク移転)」や「仕方がな

い(リスク保有)」への肯定的回答はあまり多くみられなかった。 



また、適応策を「国や自治体の責任(公助)」と認識する回答は 44.6%である一方で、「自

己防衛対策すべき(自助)」と認識する回答は 71.2%と大変多くなっている。緩和策について

の同様の設問では、家庭部門対策よりも技術導入や産業・業務部門対策を重視する回答が支

配的であった。これは、政策の受容によるコストや手間の負担が、温室効果ガスの排出削減

という必ずしも自身の便益に直結しない緩和策と異なり、防災・減災分野の適応策は、自身

の生命、財産を守るという根源的な便益に直結するためと考えられる。 

こういった適応策への態度の規定要因として、性別、被災経験、居住意向といった人口統

計学的属性と同様に、心理学的属性もまた重要である。図 3は、分析結果に基づいて、心理

学的属性の結びつきの強さを矢印の太さで示したものである。図より、政策のベネフィット

認知と、政策決定過程における価値観が特に重要であると考えられる。政策のベネフィット

認知については、適応策とともに他の政策とのマルチベネフィット性を模索することが有

効だといえる。政策決定過程における価値観が重要となるのは、一般的に関心や緊急性の高

くない問題では、政策の内容に係る判断材料となる知識が人々には少なく、専門家や政策担

当者を信頼せざるを得ないことも一因として考えられる。 

 

2. 対話を深めるための参加型手法の可能性 

1) 基本的な考え方; 専門知と現場知、そして生活知の組み合わせ 

感情ヒューリスティックが支配的な判断では、リスクが高いものはベネフィットが低い

と評価される傾向があり(Alkahami & Slovic4))、そのベネフィットが認識されないことが多

図 2 気候変動適応策への態度(出典; 参考文献 1)より改変) 
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図 3 気候変動適応策への態度形成のメカニズム(出典; 参考文献 1)より改変) 
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い。したがって、まず政策担当者が人々に適応策を啓発する際には、リスク認知の背景にあ

る実感されている事象を切り口としながら、対話を深めるための場を設定することが重要

である。そして、その際には、センセーショナルな映像などによってリスク認知を高めて警

鐘を鳴らすより、気候変動に対応することがどのようなベネフィットを持ち得るかについ

て、時間をかけて、論理的に判断することが必要であり、さらに、そのベネフィット認知は、

社会関係資本によっても大きく異なる傾向がみられたことから、地縁的な団体、趣味的な団

体などの地域社会のつながりを通じて政策の理解を求めるなどの方法も有効であると考え

られる。 

"How safe is enough safe? (どれだけ安全であれば十分に安全なのか？)"―これはリスク

の問題を扱うときに常に出てくる根本的な問いかけである。リスクは一般的には被害の発

生確率と被害の重大性の積で求められるが、このとき、専門家が定量的に評価して提示する

リスクと、人々のリスク認知との間にギャップが存在することが含意されている。いかなる

問題であれ、リスクを完全にゼロにすることは不可能である。特に気候変動のように不確実

性の高い問題については、許容し得るリスクの設定と、導入する適応策の優先順位を政策過

程においてどのように決定するのかが重要となる。このような問題に対して、専門知と現場

知、そして生活知を組み合わせながら解決する方法を以下に示す。 

2) 専門家への信頼と参加型手法 

多くの人々は、自動車の運転や喫煙などといった身近な問題でなければ、自らリスクに関

して判断する情報を持ち合わせておらず、専門家や政策決定者などのリスク情報の送り手

やリスク管理者に対する信頼の問題が重要となる。人々の信頼は、伝統的には相手の能力と

誠実さの２つによるものとされてきたが、近年では当該問題における相手の価値が自身の

それと一致するかどうかが重要であると考えられている(中谷内 5))。 

例えば、死亡や疾病といった被害の重大性をどのように設定するかは多分に価値観に依

拠する問題といえる。人々が何らかの価値観を背景に様々な設定を想起することに対して、

専門家が一方的に説得する(欠如モデル)のでは、人々の不満や不安がなかなか解消されない

ことはすでに多くのリスク問題で明らかになっている。したがって、専門家と人々は、それ

ぞれがもっている知識や価値観に基づくリスク分析結果とリスク認知のギャップを埋める

よう対話を深める必要がある(対話モデル)。このように、専門家による科学の知恵(専門知)

と、現場感覚のリアリティなどから総合判断された現場の知恵(現場知)、地元の環境やその

問題に係わる生活者としての知恵(生活知)を統合することにより、関係者の相互理解と社会

的学習が促進されることが期待される。 

では、どういう段階から対話を始めるべきであろうか。これには「同じ問題に対する正し

い答え方に関する不一致は、そもそも何が正しい問題の立て方(フレーミング)なのか、に関

するより深い不一致を反映している」(Jasanoff6))という言葉が１つの手掛かりとなる。つ

まり、気候変動リスクのいったい何が問題なのか、という課題設定の段階から、人々、とり

わけ当該問題に利害関心を深く有するステークホルダーが関与し、専門家と科学的事実や



認識を共有することが最も重要である。それが相互理解や適応策の優先順位づけといった

解の一致への糸口となる。 

そこで以下では、これまで世界各地で様々な題材で実施されてきたいくつかの手法につ

いて、専門知の提供方法と参加者の選出方法を軸として、その特徴を整理して簡単に紹介す

る。 

3) コンセンサス会議 

まず、コンセンサス会議とは、「社会的に争点のある具体的な科学技術に関して、専門家

と市民の対話を通じて、市民による科学技術の評価や提言をまとめる会議手法」(小林 7))と

されている。この手法は 1980 年代半ばにデンマークで開発され、日本を含む世界各国で

様々な題材について実施されており、国内での適用事例としては、遺伝子組み換え作物の栽

培、電子的監視システムなどがある。なお、気候変動については、2009 年 9 月 26 日に日

本を含む 39か国で一斉に同じフォーマットで実施されたWorld Wide Views という試みが

あった。 

この手法の一般的な進め方は、まず題材を決め、全体のプロセスを計画し、責任を持つ運

営委員会が、その題材に見合った専門家パネルを構成する。同時並行的に、公募によりフォ

ーラムに参加する市民が十数名ほど選定され、市民パネルが構成される。市民パネルは、そ

の準備会合で、どのような問題について議論するかを決め、「鍵となる質問」を作成する。

討論フォーラムでは、上記質問への専門家の回答(1日目)、専門家との対話(2日目)、市民提

案の作成(3日目)、市民提案の発表、専門家からのコメント(4日目)といった手順で実施され

る。なお、会議は市民パネルの討論以外は公開で行われる。 

効果としては、市民の学習と理解による国民的議論の喚起であるとされている。ただし、

多くの場合、公募市民の参加ですので、関心のある市民という偏りを前提とした結果である

こと、フォーラムは意思決定の場ではなく、政策決定者へのインプットとして結果を活用す

べきことが留意点といえよう。 

4) シナリオワークショップ 

次に、シナリオワークショップについて述べる。この手法はドイツで開発され、欧州各地

では都市・環境問題、教育問題など、日本でも千葉県三番瀬の再生問題などで適用された。

なお、ドイツのエムシャー・リッペ地域では、適応策を題材としてこの手法とほぼ同様のも

のが、2010年から適用されている(馬場・北風 8))。この手法は、専門家が作成する複数の未

来を想定したシナリオを、ステークホルダーが評価して、実行可能な行動計画を検討するも

表 1 各種参加型手法の特徴 

手法名 専門知の提供方法 参加者の選出方法  

コンセンサス

会議 
参加者の質問に応じて専門家が回答 公募市民 

シナリオワー

クショップ 

不確実性の構造を組み入れた複数の将

来シナリオを専門家が提示 
ステークホルダー 

共同事実確

認 

参加者の利害関心に基づく質問に応じ

て専門家が回答 

芋づる式サンプリングによる

ステークホルダー 



のである(若松 9))。 

具体的な進め方は、最初のシナリオ作成の段階では、専門家同士のブレーンストーミング

やジャーナリストなどとの協働により、通常は 4 本のシナリオ(10～15 年先の未来像)が作

成される。これは、ステークホルダーの誰かが全面的な勝者、あるいは敗者となってしまう

シナリオではなく、トレードオフの要素を含み、誰にとっても合意が可能なものが求められ

る。次に、シナリオが完成次第、25～30名のステークホルダーの参加により約 2日間のワ

ークショップが開催される。ワークショップでは、まず、ステークホルダーグループごとに、

提示されたシナリオをめぐって批判し、これを踏まえて自らが望むビジョンを描く。そのう

えで、異なるステークホルダーグループとともに、全員が共有できるビジョンとそれを実現

するための行動計画を定めていく。 

効果としては、このようなシナリオづくりを通じて、自分を取り巻いている不確実性を含

めた様々な要因の構造を理解し、変化への適応力を高めることが可能となるとされている。 

5) 共同事実確認 

最後に、最近国内でも注目され始めている共同事実確認(Joint fact-finding)という手法に

ついてであるが、これは、米国で 1990年代以降、大規模な洋上風力発電所立地、原子力問

題など、科学的事実が論争の元でもあり解決のキーともなる問題に適用されてきている。 

米国においてもまだ方法論が完全に定式化されているわけではないが、具体的な進め方

は概ね次のとおりである。まず、ステークホルダーを芋づる式サンプリングにより特定し、

ステークホルダーが確認すべき情報やその確認の方法論、協力を得る専門家集団を選定す

る。次に、専門家集団が、予測の前提条件などを含めて科学的事実をステークホルダーに対

して提供していく。最後に、ステークホルダーが、専門家によって提供された科学的事実を

根拠として利用しながら、対話による合意形成を試み、提案書の作成などを通じて政策形成

に寄与していく(松浦 10))。 

つまり本手法は、ステークホルダーと専門家の協働を通じて、「何が事実か？」「何が正し

い予測か？」といった事柄についての合意形成を図るものであるといえる。その効果として

は、対立する根拠による論争解決への貢献が挙げられる。 

 

3. 参加型手法の適用実例 

1) 各地でのステークホルダー分析の適用 

著者らは上記で述べてきた参加型手法を適宜組み合わせながら、気候変動適応策を題材

として各地で適用しつつある。その状況は、現段階では表 2のとおりである。すなわち、東

京都における防災分野(馬場他 11))、埼玉県における農業分野(松浦他 12))、長野県における農

業分野などである。いずれの適用においても共通的に実施しているものがステークホルダ

ー分析(コンフリクトアセスメント)と呼ばれる手法であり、以下ではまずこれについて説明

する。 

政策を具現化していくためには、政策形成の初期段階において関係者が何を政策として



対処すべき問題であると認識するかを相互に知り、「政策の窓」を開いていくことが重要で

ある。このための手法として、全世界で様々な題材に適用例のあるステークホルダー分析が

ある。その具体的な手順は図 4のとおりである。まず、当該政策に係る行政文書などの文献

調査やキーとなる行政当局の担当者へのプレ調査などにより、初期的なステークホルダー

リストと質問紙を作成する。これを基に、ステークホルダーに対して個別に聞き取り調査を

実施する。初期的なステークホルダーから次の調査対象者候補を聞き出す「芋づる式サンプ

リング」を行い、新たな候補者が挙げられなくなった時点で調査を終了する。得られた発話

データを基に、各ステークホルダーの利害関心の抽出、相互の利得となる可能性の探求、合

意に達する上での障害の特定などの分析を行う。最後に、いくつかの論点について利害関心

をマトリクス形式に整理するなど、分析結果をとりまとめ、調査対象者間で結果を共有し、

ここで終了とするのか、次のステップをどのように進めるのかといった判断を行う。 

2) 長野でのシナリオワークショップの試み 

長野県須高地区(県の北東部に位置する人口約 7万人の果樹栽培地域)では、ステークホル

ダー分析と、それを受けたシナリオワークショップの試みが進行中である。これまでに、行

政から生産者、栽培技術員、流通、種苗、農業資材に至る計 25件のステークホルダー分析

を行った。そのあと実施されたステークホルダー会議では、結果の共有だけでなく、日本や

表 2 各プロジェクトの実施状況 

地域 分野 第 1段階 第 2段階  

東京都 防災 

東京都・杉並・練馬等 

(+墨田区・複数部局との

SWOT分析) 

 

－ 

 

埼玉県 農業 ステークホルダー分析 － 

長野県 農業 
ステークホルダー分析 

+シナリオワークショップ 
現在進行中 

 

1. ステークホルダー(SH)分析の準備 

初期的検討事項リスト(調査項目等)を作成 

初期的 SHの抽出 

2. 各 SHへの個別インタビュー調査の実施 

追加的な SHの特定(芋づる式サンプリング) 

3. 各 SHの利害関心の分析 

利害関心の抽出 

相互の利得となる可能性の探求 

合意に達する上での障害の特定 

図 4.  ステークホルダー分析のフロー(参考文献 13)に加筆修正) 

4. アセスメント文書の作成と SHとの共有 

分析結果のまとめ 

次のステップの実施の必要性の評価等 



長野県での農業への気候変動影響に係る基本的な専門知の提供も行われた。参加したステ

ークホルダーからは、例えば中期的な(10 年後)予測情報などの専門知に対するニーズが寄

せられ、継続してこのような場を設定することへの要望が出されている(図 5)。 

現在はシナリオ作成の一助とするため農業 SH へのウェブ質問紙調査(気候変動による農

業や農村の暮らしへの影響に関するアンケート)や専門家によるシナリオの作成を行ってお

り、今後はステークホルダーによる将来に向けた行動計画について議論する場を設定して

いく予定である。 

3) 墨田区での SWOT分析 

墨田区庁舎をモデルとした気候変動リスクとその対策について、SWOT 分析を行った。

2013年 11月と 12月の 2回にわたって、環境保全課のほかに、庁舎の管理を担当する関連

各部局より 10数名の職員が参加し、図 6に示す流れに従って、気候影響毎に想定される影

響に対する既存対策や今後必要な対策、将来的・部局横断的な課題等の抽出を実施した。 

次に、抽出された課題をインフルエンスダイアグラムとして整理し、重要なドライバの特

定と問題構造の可視化を行った。今回重要なドライバとしては「雨水タンク」と「庁舎への

浸水」が特定された。さらに、「想定される影響」の各項目に対して「深刻度」と「不確実

性」から評価し、マトリクスで整理を行った。深刻かつ確実なベースストーリーとして「施

後継者不足により果樹生産量減

高温化対策は現場で実施(り
んご栽培面積減・ぶどう増)

低標高に適した品種栽培適地を考える必要あり

新しい病害虫被害が心配

稲の刈り取りの遅れ(胴割れ)
小布施の水対策に学ぶ

温暖化を正常温度にする
政治的行動を急ぐべき

各個人が温暖化に対して注目すべ
き．農業関係者は概ね注目している

石炭による発電によりCO2が
さらに増えるのでは？

温暖化が100年続くと予想さ
れているのが参考になった

温暖化につい
て理解できた 温暖化対策は取れるのか？

CO2が増え気温上昇で光合成が活発
化し，よい果実が育つのではないか？

出荷時期に合わせて販売戦略を
変更しなくてはならない

リアルタイム情報で
リスク減

情報はどんどん出してチームビ
ルディング的方向が望ましい

立地条件が違うので
各専門だけでは理解
をまとめられない

ステークホルダ同士
の横の情報交換が
必要！

異常気象が当たり前．前年に習うな

情報価値は高い．
情報･技術は有料か
無料か

きめ細かい情
報発信と受信
力アップ

HowからWhyへ

知ることで対策がとれる

何をすべきか？が重要 アイディア出し

農業で自然の流れに即した対応策はある

低標高でできる作物を見つける

標高の高い所に移動→移動コスト

鳥獣被害：サル･イノシシ･クマ
果樹栽培･農業をやりたい
人に都会から来てもらう

10年後の予測(短･中期)

降水量の予測

他品種(柑橘類．野菜)

何を考えているか

突然変異見逃さない

気候変動への理解

気候変動以外の懸念

影響・懸念への対策案
気候変動による影響

気候変動対策に必要な情報

気候変動対策に必要な行動

図 5 長野 SH会議の試行によるインフルエンスダイアグラム 

図 6 墨田区庁舎をモデルとした気候変動リスクと課題の抽出フロー 

課題;墨田区庁舎

をモデルとした気
候変動リスク

今後の適応
策(さらにどう
する?)

想定される
影響(どうな
ったら?)

現行の対策(

どうする?)

将来(部局横

断的にどうす
ればよい?)

様々な災害リ
スクにおいて最
適な非常設備・
備蓄場所はど
こか?

気温上昇・集
中豪雨・台風・
突風等考えう
る気候変動リ
スクとそれに
伴う影響の洗
い出し

現行の施策
で対応でき
ない場合へ
の将来的な
目標設定

現在行っ
ている対
策のリスト
アップと共
有

他の部局と
の連携や庁
内でのモニ
タリング・基
準の見直し
等の改善策
提案



設の消耗」と「庁舎への浸水」が，深刻かつ不確実な要検討ストーリーとして「庁舎の孤立

化」や「緊急車両・防災センターの機能不能」などが，深刻ではないが不確実であるためモ

ニタリングが必要なストーリーとして「樹木の倒壊」や「雨水タンクの水質悪化」「庁舎内

の備蓄場所」などが合意された。WSの過程において，浸水対策として災害対応に関連する

部局では地下駐車場と緊急車両対策を主として想定したが、他部局との議論の中でより広

範囲な洪水による庁舎孤立への対策や、雨水タンクからの上階浸水も新たな想定として検

討された。それらの課題への対応の方向性としては、豪雨時には地下駐車場浸水だけでなく

雨水タンクからの上階の浸水も想定すべき、水の不足時には上水と連携し雨水タンクを浄

水層につなぐ検討も必要、早期に気象情報を入手し相互に対策を講じるべき等の提案がな

された。このように各部局のフレーミングの相違に気づき，現在想定されている状況の範囲

を超えた「新たな想定」「新たな活用提案」「別の課題が同じテーマで共有」等の相互理解が

深まったものと考えられる。 

さらに、自身で積極的に戦略を立案することに加えて，国や都にも積極的に働きかけて

図 7 墨田区庁内WSで得られたインフルエンスダイアグラム 

高い 低い/不明

高い

低い

確実性

深刻度

庁舎浸水

道路の温

度上昇
施設の消耗

害虫の発生

台風による庁

舎の窓ガラス

破損

庁舎の孤立

化

緊急車両・防

災センターの

機能不能

水道水の不

足

竜巻による庁

舎の被害

樹木の倒壊

庁舎内の備

蓄場所
標識の倒壊

雨水タンクの

水質悪化
大雪による凍

結

図 8 墨田区庁内WSで得られた気候変動リスクへの「確実性」「深刻度」評価の例 

墨田区庁舎をモデルと
した気候変動リスク
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状況を変えていく「形成型戦略」や現状を既定条件ととらえ自身の準備を進める「適応型戦

略」、将来の戦略オプションの柔軟性を確保しておく「留保型戦略」などのいくつかの種類

の戦略立案がなされ、具現化のための促進・阻害要因について引き続き検討を行う予定であ

る。 

 

4. おわりに; 科学と現場と生活の知恵を統合する対話の場 

気候変動リスクについては、不確実性を含みつつも様々な科学的事実が専門家から提示

されつつある状況だといえる。そして、適応策を具現化していくには、地域社会が直面する

気候変動に限らない様々なリスクに加えて、適応策がもち得るベネフィットについても検

討する必要がある。そのためには、政策形成の課題設定の段階から、関係者間に生じ得る潜

在的なフレーミングのギャップを解消していく努力が不可欠であると考えられる。 

これらのことから、政策担当者が地域住民に適応策を啓発する際には、科学と現場と生活

の知恵を統合する対話の場として、何か 1 つの手法に捉われるのではなく、題材に適した

手法を柔軟に組み合わせていくことが重要である。長野などの事例のように、不確実性の構

造を含めて複数の将来シナリオという形で専門知の提供を丁寧に行うシナリオワークショ

ップと、ステークホルダーの特定を丁寧に行う共同事実確認を組み合わせていくことは 1つ

の有効なオプションだと考えられる。 
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